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研究開発イノベーションの創出に関わるマネジメント人材等に関する実態調査

文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課人材政策推進室

調査委託先）株式会社シィー・ディー・アイ

昨今、リサーチ・アドミニストレーターなど研究開発マネジメントに携わる専門人材が多角化している状

況を踏まえ、我が国全体の研究力強化の観点から、幅広く大学・研究機関等の経営、研究戦略策定、研究推

進・支援など、研究開発イノベーションの創出に関わるマネジメント人材（以下、「研究開発マネジメント

人材」という。）について質、量ともに拡充していくことが重要になっています。

本調査は文部科学省においてそのあり方を検討するにあたり、大学・研究機関等における研究開発マネジ

メントに係る機能、マネジメント人材の雇用環境や担当業務、期待される役割や課題などの実態を把握する

ため、全国の国公私立大学（短期大学を除く）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関法人、研究開発

法人、国立試験研究機関・公設試験研究機関を対象として実施するものです。わが国の研究開発マネジメン

ト人材政策を立案するための基礎データを収集する調査であり、ご多忙のところたいへん恐縮ですが、貴機

関において当該人材の運用に責任を持たれる方にご回答いただけますようお願いいたします。必要に応じて

複数セクションで協議のうえ、ご回答ください。なお、最近の施策では「産学連携コーディネーター」「知

的財産マネージャー」等もリサーチ・アドミニストレーターに含めておりますので、あわせて対象にされて

ください。

本調査は文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課人材政策推進室が外部シンクタンクである「株式会

社シィー・ディー・アイ」に委託し、インターネットによる電子調査票で実施するものです。調査票や調査

方法に関してお問い合わせがありましたら、下記担当者までご連絡ください。電子調査票の操作など内容に

よりましては、業務の一部を担う「株式会社クロス・マーケティング」に転送させていただくことがありま

す。

設問には２０２３年１２月１日現在でご回答ください。２０２４年１月３１日（水）までに電子調査票に記入のうえ、

完了処理をしていただけますようお願いいたします。

調査委託元 文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課

人材政策推進室（担当：川村・小磯）
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調査委託先 株式会社シィー・ディー・アイ（担当：澤田）
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Ⅰ．研究開発マネジメント人材の雇用状況について

Ｑ１．貴機関の名称を記入してください。

Ｑ２．貴機関の種別について回答してください。

１．大学

２．高等専門学校

３．大学共同利用機関

４．研究開発法人、独立行政法人、地方独立行政法人が設置する機関

５．国又は地方公共団体が設置する試験研究機関

Ｑ３．貴機関の設置者について回答してください。

１．国、国立大学法人等

２．地方公共団体、公立大学法人

３．学校法人、株式会社

Ｑ４．貴機関におけるおよその教員・研究者数をお知らせください。該当がない場合は０と記入してくださ

い。数字は半角でお願いします。

無期雇用 約 名

有期雇用 約 名

Ｑ５．貴機関における研究開発マネジメント人材の種類別人数を回答してください（無期雇用、有期雇用別）。

職名が異なる場合もいずれかに分類してください。「計」欄は自動計算されます。該当がない場合は０

と記入してください。数字は半角でお願いします。

研究開発マネジメント人材の種類 無期雇用 有期雇用 計

リサーチ・アドミニストレーター（※） 名 名 ■ 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
名 名 ■ 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
名 名 ■ 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 名 名 ■ 名

※ 研究開発内容について一定の理解を有しつつ、プロジェクトの企画・運営や研究資金の調達・管理、

知財の管理・活用等をマネジメントする人材。ＵＲＡをはじめ、ＵＲＡをはじめ、２０１３年作成の「ス

キル標準」に挙げた業務を行う人材で、大学のみならず、「Ｑ２」の選択肢２～５の機関に配置され

ているものを含む。産学官連携コーディネーターや知的財産マネージャー等の職名の者も含む。

Ｑ５－１．以上から貴機関で雇用している「研究開発マネジメント人材」は無期雇用計 ■ 名、

有期雇用計 ■ 名になりますが、間違いありませんか。

１．間違いない → Ｑ５－２

２．間違いである → Ｑ５再確認

Ｑ５－２．以下を確認して回答してください。

１．「研究開発マネジメント人材」を雇用していない → Ｑ３３

２．「研究開発マネジメント人材」を１名以上雇用している → Ｑ６
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Ⅱ．研究開発マネジメント人材の業務内容について

Ｑ６．貴機関では「研究開発マネジメント人材」にどのような業務を委ねていますか。時間配分の実態に沿

い、人材の種類ごとに計 １００％になるよう、全員のエフォートをならした割合でご回答ください。無期

雇用と有期雇用は合算してください。該当がない場合は０と記入してください。数字は半角でお願いし

ます。

Ｑ６－１．Ｑ６で示した以外で担当させている業務はありますか。

１．ある → Ｑ６－２

２．ない → Ｑ７

Ｑ６－２．担当させている新しい業務を具体的に記入してください。

【研究開発マネジメント人材の業務内容】

業務 業務内容 業務 業務内容 業務 業務内容

（１） 研究戦略推進支援業務 （３） ポストアワード業務 ⑤研究機関としての発信力強化
推進

①政策情報等の調査分析 ①研究プロジェクト実施のため

研究活動に関係する研究機関としての提言、宣言等の立案を支援する。また、学外
の研究者や学外ステークホルダー等に対する研究機関としての発信力・ブランド力
を強化するため、研究内容、研究環境等に関する広報活動に参画する。

の対外折衝・調整
外部資金採択時に、ファンディング・エージェンシー等との研究計画・予算、間接
経費の比率等の調整、詳細な研究・予算計画の作成や学内調整を行う。

⑥研究広報関連
②プロジェクトの進捗管理

政府の科学技術政策、審議会の答申・提言等や、ファンディング・エージェンシー
等の事業について、その策定段階からインターネットや関係者へのヒアリング等を
通じて情報を収集し、政策動向等について分析を行う。また、組織においてこの機
能充実のため、施策情報等に係るデータベースの整備等、情報分析機能の強化、充
実を図る。

研究プロジェクトの運営ミーティング、研究チームミーティング等の運営、各研究
チーム等を含む研究プロジェクトの進捗状況の把握・調整を行う。また、研究プロ
ジェクトに関係する論文発表、学会発表、知的財産の取得、その他研究成果の把握

②研究力の調査分析 ・整理を行う。

Ｗｅｂサイトの掲載内容の立案、デザイン、管理や更新を行う。その他、ニュース
レター、パンフレット等の海外向けも含めた広報資料の企画・作成を行う。また、
プレス発表等の手配や取材の対応を行う。研究会や一般向けセミナー等におけるプ
レゼンテーション資料の作成や研究内容・成果の発表・報告を行うと共に、セミナ
ー等の成果の取りまとめ、来場者とのネットワークの形成を行う。

③プロジェクトの予算管理 ⑦イベント開催関連

研究者の研究分野、外部資金獲得状況や論文投稿状況等を把握し、マッピング等に
より大学・部局等の研究特性の組織的把握を行う。また、組織においてこの機能充
実のため、研究者情報のデータベースの整備等、研究プロジェクトの策定基盤を強
化・充実化する。

シンポジウム等の企画・立案、プログラム策定を行い、必要な講師等の選定・招聘、
関連する手続き等の事務部門・イベント会社との調整を行う。また、イベントの対
象に合った適切な広報を行い、準備・開催当日の管理・運営を行う。

③研究戦略策定

学内共同研究者、協力機関等への予算配分案の調整・作成を行うと共に、研究費の
執行状況の把握及び研究計画や法令・補助条件等に適合しているかの確認を行う。
また、内部監査、外部資金の額の確定検査等の検査への対応を事務と連携して行う
研究目的・内容に必要なスペックを満たす機器等のリストアップ及び調達の際の仕
様書等の作成、メーカーや経理担当者との調整を行う。 ⑧安全管理関連

組織の研究教育資源を有効に活用することを目指し、組織改編、研究拠点形成、研
究支援体制構築に関する立案・支援、関係部局との調整等を行う。研究者相互の認
識の拡大と深化、意識醸成、プレゼンス確立のため、例えば新たな課題発見のため
のワークショップの開催等を行う。 ④プロジェクト評価対応関連

（２） プレアワード業務

ファンディング・エージェンシー等による年度評価、中間評価、事後評価等に対し
て報告書、プレゼンテーション資料等の作成やその支援、ヒアリングへの出席等の
対応を行う。また、研究プロジェクト自体で行う評価委員会の開催・運営を行う。

必要に応じて学内の関連部署と連携・調整しつつ、薬品等の取り扱い、遺伝子組み
換え動植物、病原性微生物、放射線等の実験に関する法令等への適合性確認や定期
的な運用状況の確認を行う。併せて、保管・実験等に必要な申請書類等の作成を行
う。また、事故発生時の学内外の対応を行う。海外調査、フィールドワーク等にお
ける参加研究者の把握、実施計画の作成、保険加入等の管理を行う。

①研究プロジェクト企画立案支 ⑤報告書作成 ⑨倫理・コンプライアンス関連
援

外部資金獲得状況等から他大学等との比較、採択結果の分析等を行う。また、研究
者のマッチング、研究チームの構成員候補のリストアップ等の外部資金に応募する
研究プロジェクトの企画案の策定のための支援、調整等を行う。

各種報告書に必要な研究成果等の整理、研究者・研究チームとの執筆内容の調整・
整理・取りまとめを行い、ドラフトを作成する。また、報告書の添削・改善アドバ
イスや報告書が研究計画等へ適合しているかどうかの確認を行う。

必要に応じて学内の関連部署と連携・調整しつつ、利益相反や知的財産・研究成果
の取り扱いに関する確認、実験等に伴い収集する個人情報の管理等を行う。また、
研究者等に対する各種倫理・コンプライアンス関連の助言・情報提供を行うと共に、
倫理・コンプライアンス違反があった際の学内外の対応を行う。

②外部資金情報収集 （４） 関連専門業務
（５） 近年新たに求められつつある業務

①教育プロジェクト支援
①機関経営への関与

国、ファンディング・エージェンシーや企業等が募集する補助金・委託事業等の国
内外の外部資金及び関連情報について、その策定段階からインターネットや関係者
へのヒアリング等を通じて収集、募集内容、対象や要件等を分析し、背景となる政
策動向や外部資金獲得によるメリット・デメリット等を把握し、適切な研究分野・
経験を持つ研究者に情報提供を行う。

機関において、研究のみならず機関としての取組方針や計画の策定等の経営戦略を
企画立案し、経営層に提示すると共に、実際に戦略実施に関与する。

教育研究拠点形成や、連合大学院設置等、大学院教育を主とした連携支援を行う。
国・大学の大学院教育方針を理解しつつ連携構想を研究面から整理すると共に、学
内関係者及び外部関係機関との連絡・調整を行い、教員・事務と共同で連携にする
具体的な手順を進める。

③研究プロジェクト企画のため ②ファンドレイズ関連
の内部折衝活動 ②産学連携支援

基金設置の相談、ファンドレイジングの計画策定、寄付金等の募集活動、関連する
イベント等の広報活動などを行う。

外部資金受入、研究プロジェクトに必要な研究資源の確保や協力機関との契約等締
結に関する事務局との調整、学内の研究者・研究科等への研究プロジェクトへの参
画交渉・調整を行う。また、申請件数が限られている大型外部資金について、学内
ヒアリング等を通じて公募条件の合致の確認、申請件数の調整を行う。 ③スタートアップ支援 新事業創出支援（相談窓口、手続き支援、資金調達支援など）、アントレプレナー

（起業家）育成プログラムの企画・運営、外部機関との連携・調整などを行う。
④研究プロジェクト実施のため

企業との組織的連携、産学官連携コンソーシアム、地域振興を含めた地域産業界と
の連携の構築支援を行う。具体的には、企業と研究者の研究プロジェクトに対する
考え・要望を聞き、方向性を整理し、プロジェクトの実現に向けた交渉・仲介を行
う。また、産業界と連携し公的競争的資金による複数の当事者による大型・長期の
プロジェクトの推進を支援する。

の対外折衝・調整
学外の研究者・研究機関への研究プロジェクトへの参画交渉や外部資金受入、事業
計画・ＮＤＡ等の契約等締結に関する協力機関との調整を行う。 ④安全保障貿易管理関連

③知財関連
⑤申請資料作成支援

我が国の技術的優位性を確保・維持する観点等を踏まえ、機関における技術流出防
止の強化に向けた関連情報の収集や制度面も含めた枠組み・体制の検討及び構築を
推進する（ＡＢＳ（遺伝資源へのアクセスと利益配分）手続き対応を含む）。

必要に応じて学内の関連部署と連携・調整しつつ、知財の発明範囲の確定、特許明
細書の検討・作成、企業と共同出願する際の調整・交渉を行う。また産学官連携コ
ンソーシアム、特区構想等の特別な取り組みについては、事業趣旨や申請内容を踏
まえ、当該事業に最適な知財の取り扱いを提案する。

※ ＡＢＳ手続き：海外の遺伝資源の採取や取得を行う場合に必要となる生物多様
性条約と名古屋議定書に基づく手続き

研究構想の立案に必要な情報収集や申請書の添削・改善アドバイス、形式・内容が
公募条件等に適合しているかどうかの確認を行う。申請書等を基にヒアリング審査
等におけるプレゼンテーション資料等の作成・支援を行う。申請書やプレゼン資料
作成指導セミナー等を開催する。

④国際連携支援 ⑤ＥＬＳＩ（ｅｔｈｉｃａｌ， ｌｅｇａｌ
※ 研究開発マネジメント人材の業務内容は、「スキル標準」をもとに近年の動向をふまえて整理したもの

研究プログラムを推進する際の初期段階からＥＬＳＩに関わる課題が存在するかを
明確化する。その課題解決のためにどのような対応ができるかを多様な関係者と共
に検討し、対応策を実施するための支援を行う。

ａｎｄ ｓｏｃｉａｌ ｉｍｐｌｉｃａｔｉｏｎ：倫
理的・法的・社会的）課題へ
の関与

国際的な教育研究に関するコンソーシアム形成等、海外機関との連携を進めるに当
たり、海外の教育研究動向・状況を理解し、説明資料作成、連絡、調整、契約、調
印式等の現地でのイベント開催等の一連の業務を、教員、事務職員と連携して行う。
また、国際共同研究支援の一環として、国外から研究者を招聘するための連絡、調
整等を行う。

⑥オープンアクセス／オープン
サイエンス

研究成果（論文及び研究データ）を広く多様な研究者、国民による利活用が可能と
なるようにする。

業務 （１） 研究戦略推進支援業務 （２） プレアワード業務 （３） ポストアワード業務 （４） 関連専門業務 （５） 近年新たに求められつつある業務 研究開発 計
マネジメ
ント以外

①政策情 ②研究力 ③研究戦 ①研究プ ②外部資 ③研究プ ④研究プ ⑤申請資 ①研究プ ②プロジ ③プロジ ④プロジ ⑤報告書 ①教育プ ②産学連 ③知財関 ④国際連 ⑤研究機 ⑥研究広 ⑦イベン ⑧安全管 ⑨倫理・ ①機関経 ②ファン ③スター ④安全保 ⑤ＥＬＳ ⑥オープ の業務
報等の調 の調査分 略策定 ロジェク 金情報収 ロジェク ロジェク 料作成支 ロジェク ェクトの ェクトの ェクト評 作成 ロジェク 携支援 連 携支援 関として 報関連 ト開催関 理関連 コンプラ 営への関 ドレイズ トアップ 障貿易管 Ｉ（倫理 ンアクセ
査分析 析 ト企画立 集 ト企画の ト実施の 援 ト実施の 進捗管理 予算管理 価対応関 ト支援 の発信力 連 イアンス 与 関連 支援 理関連 的・法的 ス／オー

案支援 ための内 ための対 ための対 連 強化推進 関連 ・社会的）プンサイ
研究開発マネジメント人材の種類 部折衝活 外折衝・ 外折衝・ 課題への エンス

動 調整 調整 関与

リサーチ・アドミニストレーター ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％
主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％
主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％



Ⅲ．研究開発マネジメント人材の運用について

Ｑ７．研究開発マネジメント人材の専属組織は本部に設けられていますか。１つ選んでください。

１．該当職員のすべてが属する専属組織が本部にある → Ｑ８

２．該当職員の一部が属する専属組織が本部にある → Ｑ８

３．該当職員の専属組織は本部にない → Ｑ９

Ｑ８．専属組織の学内における位置付けや機関の内部構造をＷＥＢやパンフレットで公表している場合は、

そのＵＲＬを記入してください。

Ｑ９．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材の雇用財源別人数を回答してください。人材の種類

別人数の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入してください。

数字は半角でお願いします。

自動計算 運営費交 競争的研 競争的研 間接経費 その他
付金（自 究費 究費以外研究開発マネジメント人材の種類

結果 主財源を の外部資
含む） 金

リサーチ・アドミニストレーター ■名 名 名 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■名 名 名 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■名 名 名 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■名 名 名 名 名 名

Ｑ１０．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材の勤務体系別人数を回答してください。人材の種類

別人数の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入してください。

数字は半角でお願いします。

自動計算
研究開発マネジメント人材の種類 裁量労働制 固定時間制

結果

リサーチ・アドミニストレーター ■ 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■ 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■ 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■ 名 名 名

Ｑ１１．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材の職階別人数を回答してください。人材の種類別人

数の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入してください。数字

は半角でお願いします。

職階及び呼 自動 シニア チーフ アソシエイト アシスタント
称例（※） ＵＲＡ ＵＲＡ ＵＲＡ ＵＲＡ

計算
研究開発マネジメント人材の種類 該当する 教授 教授／ 准教授 助教

教員職 結果 准教授 ／講師

該当する 部長 部長／ 課長／ 係長／
事務職 課長 係長 係員

リサーチ・アドミニストレーター ■名 名 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■名 名 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■名 名 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■名 名 名 名 名

※ 例えば研究大学コンソーシアム（ＲＵＣ）の「高度専門人材・研究環境支援人材（ＵＲＡ等）の活用に

関するタスクフォース」の議論のまとめに基づけば、各職階については以下のとおり。

・シニアＵＲＡ：企画・計画立案から実行まで責任をもち、組織を統括し、実行することができる（教授、

部長 相当）

・チーフＵＲＡ：与えられた職務について、独自に計画を立案し、下位職のＵＲＡを指導し、チームを率

いて、遂行することができる（教授／准教授、部長／課長 相当）

・アソシエイトＵＲＡ：与えられた職務について、上位職と連携して、計画を立案し、遂行することができる（

准教授／講師、課長／係長 相当）

・アシスタントＵＲＡ：与えられた職務について、上位職の指示をうけ、遂行することができる（助教、係長／

係員 相当）

Ｑ１２．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材の年齢層別人数を回答してください。人材の種類別

人数の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入してください。数

字は半角でお願いします。

自動計算 ３０歳以上 ４０歳以上 ５０歳以上
研究開発マネジメント人材の種類 ３０歳未満 ６０歳以上

結果 ４０歳未満 ５０歳未満 ６０歳未満

リサーチ・アドミニストレーター ■名 名 名 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■名 名 名 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■名 名 名 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■名 名 名 名 名 名

Ｑ１３．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材に企業勤務の経験があるかどうかを回答してくださ

い。人材の種類別人数の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入

してください。数字は半角でお願いします。

自動計算 企業経験 企業経験
研究開発マネジメント人材の種類

結果 あり なし

リサーチ・アドミニストレーター ■ 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■ 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■ 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■ 名 名 名



Ｑ１４．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材が博士号を保持しているかどうかを回答してくださ

い。人材の種類別人数の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入

してください。数字は半角でお願いします。

自動計算
研究開発マネジメント人材の種類 博士号あり 博士号なし

結果

リサーチ・アドミニストレーター ■ 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■ 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■ 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■ 名 名 名

Ｑ１５．貴機関で雇用している研究開発マネジメント人材の所属組織を回答してください。人材の種類別人数

の計が自動計算結果と一致するようにしてください。該当がない場合は０と記入してください。数字は

半角でお願いします。

自動計算
研究開発マネジメント人材の種類 本部 部局

結果

リサーチ・アドミニストレーター ■ 名 名 名

主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研
■ 名 名 名

究センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局
■ 名 名 名

配置者を含む）

主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 ■ 名 名 名

Ｑ１６．研究開発マネジメント人材の研修プログラムを機関独自で設けていますか。

１．設けている

２．設けていない

Ｑ１７．研究開発マネジメント人材が一般社団法人リサーチ・アドミニストレータースキル認定機構（ＵＲＡ

スキル認定機構）の提供する研修プログラムを受講することを業務として認めていますか。

１．認めている → Ｑ１７－１

２．認めていない → Ｑ１８

Ｑ１７－１．受講にあたって経済的支援を行っていますか。

１．行っている

２．行っていない

Ｑ１８．研究開発マネジメント人材が一般社団法人リサーチアドミニストレータースキル認定機構（ＵＲＡス

キル認定機構）の提供する認定取得にあたって経済的支援を行っていますか。

１．行っている

２．行っていない

Ｑ１９．研究開発マネジメント人材がその他の機関（ＪＳＴなど）の提供する研修プログラムを受講すること

を業務として認めていますか。

１．認めている → Ｑ１９－１

２．認めていない → Ｑ２０

Ｑ１９－１．受講にあたって経済的支援を行っていますか。

１．行っている

２．行っていない

Ｑ２０．研究開発マネジメント人材のキャリアサポート（セミナー、公募情報周知）を行っていますか。

１．行っている

２．行っていない

Ｑ２１．研究開発マネジメント人材と管理職の間で業績・評価をめぐる面談の機会を設けていますか。

１．設けている

２．設けていない

Ｑ２２．機関内で研究開発マネジメント人材を表彰する仕組みがありますか。

１．ある

２．ない

Ｑ２３．研究開発マネジメント人材に関して、他の機関、企業等との人事交流はありますか。

１．ある

２．ない

Ｑ２４．研究開発マネジメント人材雇用の成果に満足していますか。人材の種類ごとに、あてはまるものを１

つずつ選んでください。

ま あ ど あ た
っ ま ち る い
た り ら 程 へ
く 満 と 度 ん
満 足 も 満 満
足 し い 足 足
し て え し し
て い な て て
い な い い い
な い る る
い

１．リサーチ・アドミニストレーター １ － ２ － ３ － ４ － ５

２．主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研究 １ － ２ － ３ － ４ － ５

センター、産学連携本部の専任教員・特任教員など）

３．主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局配 １ － ２ － ３ － ４ － ５

置者を含む）

４．主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員 １ － ２ － ３ － ４ － ５



Ⅳ．研究開発マネジメント人材の雇用の評価や課題、将来方針について

Ｑ２５．研究開発マネジメント人材を雇用したことの成果をどのように評価していますか。あてはまるものを

１つずつ選んでください。

あ あ ど あ あ
て ま ち る て
は り ら 程 は
ま あ と 度 ま
ら て も あ る
な は い て
い ま え は

ら な ま
な い る
い

１．戦略的・組織的な研究リソース配分が進んだ １ － ２ － ３ － ４ － ５

２．外部研究資金の獲得額が増加した １ － ２ － ３ － ４ － ５

３．科学技術政策動向を把握できるようになった １ － ２ － ３ － ４ － ５

４．研究成果（論文・特許等）の量が増加した １ － ２ － ３ － ４ － ５

５．研究成果（論文・特許等）の質が高まった １ － ２ － ３ － ４ － ５

６．研究成果の実用化・事業化が進んだ １ － ２ － ３ － ４ － ５

７．研究者が今まで以上に研究に専念できるようになった １ － ２ － ３ － ４ － ５

８．機関内での交流・情報共有が進展した １ － ２ － ３ － ４ － ５

９．研究環境の国際化が進展した（外国人研究者受入等） １ － ２ － ３ － ４ － ５

１０．分野横断研究が盛んになった １ － ２ － ３ － ４ － ５

１１．他機関との共同・受託研究（産学連携等）が増えた １ － ２ － ３ － ４ － ５

１２．他機関との組織的・包括的な研究連携が増えた １ － ２ － ３ － ４ － ５

１３．研究活動・成果に関する広報が活性化した １ － ２ － ３ － ４ － ５

１４．機関の戦略的な経営に貢献した １ － ２ － ３ － ４ － ５

１５．若手研究者（博士課程学生を含む）の育成に貢献した １ － ２ － ３ － ４ － ５

１６．スタートアップ支援等により、研究成果の実用化が加速した １ － ２ － ３ － ４ － ５

１７．地方公共団体との連携が進展し、地域課題の解決に資する研究推 １ － ２ － ３ － ４ － ５

進に貢献した

Ｑ２６．研究開発マネジメント人材の運用について、どのような課題があるとお考えですか。あてはまるもの

を１つずつ選んでください。

あ あ ど あ あ
て ま ち る て
は り ら 程 は
ま あ と 度 ま
ら て も あ る
な は い て
い ま え は

ら な ま
な い る
い

１．人材の果たすべき役割の不明確さ １ － ２ － ３ － ４ － ５

２．人材の適性の不明確さ １ － ２ － ３ － ４ － ５

３．人材の量的不足 １ － ２ － ３ － ４ － ５

４．人材の質の不十分さ １ － ２ － ３ － ４ － ５

５．人材評価の難しさ １ － ２ － ３ － ４ － ５

６．人材育成の難しさ １ － ２ － ３ － ４ － ５

７．新規雇用時の人材確保の難しさ １ － ２ － ３ － ４ － ５

８．学内認知度の不足 １ － ２ － ３ － ４ － ５

９．人材の待遇の不十分さ １ － ２ － ３ － ４ － ５

１０．人材の機関内キャリアパス確立の難しさ １ － ２ － ３ － ４ － ５

１１． 当該人材と機関経営層とのコミュニケーション不足 １ － ２ － ３ － ４ － ５

Ｑ２７．研究開発マネジメント人材の将来に向けた方針について、どのようにお考えですか。あてはまるもの

を１つずつ選んでください。

あ あ ど あ あ
て ま ち る て
は り ら 程 は
ま あ と 度 ま
ら て も あ る
な は い て
い ま え は

ら な ま
な い る
い

１．特定の業務に特化した専門人材として活用したい（スペシャリス １ － ２ － ３ － ４ － ５

ト型）

２．研究開発業務に幅広く対応する人材として活用したい（ジェネラ １ － ２ － ３ － ４ － ５

リスト型）

３．研究開発マネジメント人材を増強して、本部やより多くの部局に １ － ２ － ３ － ４ － ５

配置したい

４．事務職員が研究開発マネジメント業務を担えるようにしたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

５．機関の本部等に経営人材として配置したい １ － ２ － ３ － ４ － ５

６．機関の経営戦略作成に貢献させたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

７．研究プロジェクトを企画、牽引させたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

８．競争的資金の獲得を推進させたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

９．企業資金の獲得を推進させたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

１０．学術研究の法制度、倫理的課題、社会的課題への対応に従事させ １ － ２ － ３ － ４ － ５

たい

１１．該当職員の機関内のキャリアパスを確立させたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

１２．該当職員の処遇を向上させたい １ － ２ － ３ － ４ － ５

１３．企業出身人材を拡充したい １ － ２ － ３ － ４ － ５

１４．国家資格を有している人材を配置したい（弁理士、弁護士等） １ － ２ － ３ － ４ － ５

Ｑ２８．研究開発マネジメント人材の雇用に係る今後の方針として１つ選んでください。

１．自己資金で拡充する

２．当面は現状維持とするが、補助金があれば拡充する

３．当面は現状維持とし、補助金申請は考えない

４．適宜縮小の方針である

Ｑ２９．貴機関においては研究開発マネジメント人材を雇用する子会社を設置したり構想していますか。設置

している場合は当該子会社に所属する研究開発マネジメント人材の数を回答してください。

１．設置している（研究開発マネジメント人材は 名）

２．設置していないが、構想している

３．設置しておらず、構想もない



Ｑ３０．学術研究の発展や研究開発イノベーションのため、今後、どのような研究開発マネジメント人材が必

要とお考えですか。自由に回答してください。

Ｑ３１．文部科学省に対するご意見があればご記入ください。

Ⅵ．回答責任者と連絡先

Ｑ３２．本調査票の回答者の職名を１つ選んでください。

１．学長・総長、理事長、所長クラス

２．担当理事、副学長、副所長クラス

３．部局長クラス

４．その他

Ｑ３３．本調査票について文部科学省（調査委託先を含む）からご回答内容について確認させていただく場合

の連絡先を記入してください。「担当課係」「担当者名」は全角で、「電話番号」「Ｅ－ＭＡＩＬ」は半角英

数字でお願いします。なお、下記の個人情報の保持期間は５年間で、本調査の目的以外には使用されま

せん。文部科学省のプライバシーポリシーは次のとおりで、

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｅｘｔ．ｇｏ．ｊｐ／ｂ＿ｍｅｎｕ／ｐｒｉｖａｃｙ＿ｐｏｌｉｃｙ．ｈｔｍ

個人情報に関する問い合わせ先は、調査票冒頭に記されている文部科学省科学技術・学術政策局人材政

策課人材政策推進室です。以上を了承いただける場合のみ記入してください。

担当課係

担当者名

電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ（なるべく担当
課係の共用アドレスを
記入してください）

ご協力ありがとうございました。




